
整理番号 ＮＯ．28

法人名： 青森県道路公社



Ⅰ　法人の概要
平成１５年６月１日　現在

　組織構成

　理事・役員数 常勤 2 名 （県派遣） 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 1 名 合計 3 名

　監事・監査役数 常勤 1 名 （県派遣） 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 1 名 合計 2 名

　職　　員　　数 常勤 15 名 （県派遣） 5 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 8 名 合計 23 名

※臨時職員は非常勤に含む。

　基本財産・資本金等

千円 千円 ％

千円 千円 ％

千円 千円 ％

　主な出資者等の構成（出資等比率順位順）

1 6

2 7

3 8

4 9

5 10

　会 員 数（社団法人対象） 　寄付金に関する減免措置

区　　分 正会員 賛助会員 合計

法　　人 0 有 （　　年　　月より） 無

個　　人 0 有 （　　年　　月　　日～年　　月　　日） 無

　組　織　図　（簡略に記入するか別紙で添付してください。）

　　別紙のとおり

県土整備部道路課

その他の会員

特定公益法人の有無

指定寄付金の有無

氏　　名　・　名　　称 金額（千円） 出資等比率（％）氏　　名　・　名　　称 金額（千円） 出資等比率（％）

青森県 10,098,000 100.0

0

10,098,000

100.0

0.0

100.0

基　　　　　　　　金

合　　　　　　　　計

10,098,000

0

10,098,000

　青森市新町二丁目４番１号

　０１７-７２３-１６２５

基本財産・資本金 10,098,000

　　　　　うち県の出資等額 　　　　県の出資等比率

　設立年月日 　昭和５０年　４月　１日
　事務所の所在地

（電話番号）

所  管  課　法人の名称 青森県道路公社 代表者職氏名 理事長　　德 海 晋 一
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課長
※井上孝志 (6名)

部長 課長
三國谷　浩 (2名)

課長
山口賢治 (2名)

部長

(常) (常) (非)

(注) (常) 常勤
(非) 非常勤
※ 県派遣職員

常勤役員・職員合計(18名)
(臨時職員等を除く)

小

山

内

貫

根

細

越

善

次

郎
(常) (非)

監
　
　
　
 
　
事

※棟方健治

德

海

晋

一

平

出

道

雄

葛

西

憲

之

組織

庶務課

理
　
 
事
　
 
長

専
 
務
 
理
 
事

理
　
 
　
　
　
事

総務部

※磯野靜久 経理課

道路部 道路工務課
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　設　　立　　目　　的

　設  立  の  背  景　

　事　　業　　内　　容

　　　　　料金徴収業務、除排雪作業業務、道路維持管理業務、みちのく有料道路遠方監視制御業務、料金設備等保守点検業務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネル照明設備更新工事、橋梁維持修繕工事

　　　　　青森中央大橋有料道路　　　　　　　　道路維持修繕工事、交通安全施設修繕工事

　　　　　青森空港有料道路　　　　　　　　　　　道路維持修繕工事、交通安全施設修繕工事

ア　道路の整備は、県民がより豊かな生活を築き、繁栄を続けていくための基盤となるものである。

イ　本県においては県政の重点施策として鋭意その整備を図ってきたところであるが、最近における自動車交通量の激増に対し
て道路の整備は、なお著しい立ち遅れを示しており、日増しに深刻の度を加えている交通混雑と将来の道路輸送需要の増大に
対処するためには、従来の公共事業による道路整備のみでは、その資金及び伸び率にも当然一定の制約があり、交通需要に
応じ難い現状である。

ウ　特に青森県においては東北縦貫自動車道弘前線の建設が昭和４９年度から着工され、さらに、むつ小川原開発の進展に
伴って今後交通の円滑化、地域開発を、より一層促進するためにその根源となる道路を短期間に整備しようとしているが、その
ためには巨額の建設資金を一時に必要とするので、地方道路公社法に基づき、そのメリットである民間資金を導入活用し、今後
有料道路を積極的に建設するものである。

ア.　本県における当面の事業計画は、地方的な幹線道路のうち国道４号の自動車交通の緩和を図り、津軽及び青森生活圏と南
部生活圏を最短距離で結び、将来、東北縦貫自動車道弘前線と八戸線を結ぶ県内の環状的道路として、また、むつ小川原開
発、八戸新産都市、津軽地域における大規模農業開発等による効果の全県波及を図るため、みちのく有料道路（県道天間舘馬
屋尻線）を建設するものである。

イ.　今後の道路網計画を策定、将来本県における地方的幹線道路の建設と管理を道路公社に総合的かつ効率的に行わせるこ
とにより近代的な道路整備の促進を図り、もって住民福祉の増進に寄与するものである。

　　　　　第二みちのく有料道路　　　　　　　　　道路維持修繕工事、交通安全施設修繕工事、舗装道維持修繕工事

　　　②　委　　　　　託

　　　①　工　　　　事
　　　　　みちのく有料道路　　　　　　　　　　　　道路維持修繕工事、交通安全施設修繕工事、舗装道維持修繕工事、トンネル換気設備修繕工事、トン

　青森県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金を徴収することができる道路の新設、改築、維
持、修繕、その他の管理を総合的かつ効果的に行うこと等により、地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、
もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与するものである。

　１．管理運営事業
　　　みちのく有料道路、青森中央大橋有料道路、青森空港有料道路、及び第二みちのく有料道路の管理運営を行う。

　２．主な工事及び委託事業
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Ⅱ　マネジメント

１　経営理念、中長期経営計画

（１）経営者の経営理念・基本目標等

（２）平成１４年度における経営者の経営目標の達成度の自己評価

（３）平成１５年度における経営者の経営目標

（４）中長期経営計画の状況

　当公社は７期連続して単年度収支で利益を計上するとともに、最近８年間で約５０億円の債務を減少させ、経営努力を行って
きたが、道路料金収入は計画を下回り、有料道路建設時の負担が大きいため、多額の債務を有している状況にある。

　また、平成１４年９月には、現役員が就任前に行われていた元職員の不祥事が発覚したところである。

　これらを踏まえ、下記の項目を経営理念・目標に掲げ、公社運営に取り組んでいく。

　　２　管理する４有料道路の安全かつ快適な通行の実現

　　３　公社改善への取り組みと職員の責任ある業務遂行

　　４　有料道路管理運営事業を通じた産業経済の発展・地域振興

　　１　単年度収支の利益計上及び債務の削減を継続する強固な経営基盤の確立

　１　単年度収支における利益の確保・繰越欠損金の早期解消

１　道路料金収入は減少したものの、他の二公社との管理部門の統合による人件費の削減、支払利息の節減等に取り組み、
平成１４年度決算で約５億５千万円の利益を計上し、借入金を約８億８千万円減少させている。

２　有料道路トンネルの照明設備更新や防災設備更新、雪崩予防杭設置などを実施して安全で適切な道路施設の維持管理に
取り組んでいる。

３　１４年度の経営目標には掲げなかったが、元職員の不祥事を受けて料金徴収業務委託の入札制度改善に取り組み、落札
率が大幅に低下するといった成果をあげている。

　　　　以上のことから平成１４年度の経営目標は概ね達成されていると判断している。

　　今年度策定　　　　　　　　　
　　（　１５年度　　～　２１年度　）　　　計画の策定状況

　　昨年度までに策定済　　　

　２　借入金の着実な削減

　３　有料道路通行の安全を確保する計画的な施設の維持・修繕

　４　コスト削減を意識した業務の改善

　５　公社職員としての自覚の醸成と責任ある行動

　６　県との密接な連携・協議
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２　事業内容等

（１）平成１５年度予定している主な事業

事業区分
公益・収益
区　　　分

金額（千円）
全体事業
費に占める
割合（％）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

％ ％

直営

直営

直営

直営

公益事業

公益事業

公益事業

公益事業

自主事業

自主事業

自主事業

自主事業

事　　　業　　　名

みちのく有料道路維持・管理運営
事業

青森中央大橋有料道路維持・管
理運営事業

青森空港有料道路維持・管理運
営事業

1,057,258

100.0

1,057,258

1,057,258

100.0④　／　⑥

1,057,258

①　／　③

事　　業　　内　　容
直営・委託
区　　　分

① 公益事業支出

② 収益事業支出

③ 当期支出(①＋②) 

④ 直営事業支出

⑤ 委託事業支出

⑥ 当期支出(④＋⑤) 

第二みちのく有料道路維持・管理
運営事業

733,007

113,235

73,224

137,792

69.4

10.7

6.9

13.0

・トンネル照明設備更新工事等
・料金徴収業務
・維持管理業務
・除排雪作業業務
・遠方監視制御業務

・交通安全施設修繕工事等
・料金徴収業務
・維持管理業務
・除排雪作業業務

・交通安全施設修繕工事等
・料金徴収業務
・維持管理業務
・除排雪作業業務

・交通安全施設修繕工事等
・料金徴収業務
・維持管理業務
・除排雪作業業務
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平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

（２）平成１５年度予定している主な事業に係る目標（指標）内容

１３７，７９２（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

(千円)
90,098

(千円)
132,541

(千円)
100,668

　　事　業　名 　目　標　値

青森中央大橋有料道路維持・管理運営事業

青森空港有料道路維持・管理運営事業

１１３，２３５（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

７３，２２４（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

　設定理由等

(千円)
112,164

(千円)
117,509

過去の実績
（単位）

　　事　業　名 　目　標　値

　設定理由等

　設定理由等

料金徴収業務については、積算内容の見直しにより平成１４年度に比べ
減員し、維持管理業務については、同額としているが、経年劣化による修
繕工事が必要となっている。

過去の実績
（単位） (千円)

155,002
(千円)
70,900

(千円)
72,971

過去の実績
（単位）

料金徴収業務については、積算内容の見直しにより平成１４年度に比べ
減員し、維持管理業務については、同額としているが、経年劣化による修
繕工事が必要となっている。

　　事　業　名 　目　標　値

(千円)
129,433

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

　目　標　値

　設定理由等

７３３，００７（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

みちのく有料道路維持・管理運営事業

(千円)
483,966

(千円)
604,290

(千円)
661,571

料金徴収業務については、必要開放レーン数の見直しにより平成１４年
度に比べ減員し、維持管理業務については、同額としているが経年劣化
による修繕工事が必要となっている。

　　事　業　名

第二みちのく有料道路維持・管理運営事業

　目　標　値

料金徴収業務については、日本道路公団との合併徴収に伴う開放レーン
の増加により平成１４年度に比べ増員となり、維持管理業務については、
同額としているが、高速道路接続に伴う標識の設置や非常駐車帯設置の
ための設計委託が必要となっている。

　　事　業　名 　目　標　値

　設定理由等

過去の実績
（単位）

過去の実績
（単位）

　設定理由等
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（３）主な受託事業の再委託状況 （単位：千円）

①／② ③／④

0 0

0 0

（４）直営事業の比率 （単位：千円）

※　直営事業とは、公社等が自ら実施している事業です。

（５）公益事業と収益事業の比率 （単位：千円）

（６）実施事業の広報活動等

（７）類似事業を行う業種又は事業者名

※　その事業者が、県が出資等を行っている法人であるか否かに関わらず、記入してください。

該当ありません。

各有料道路の位置・料金・回数券販売所等の情報提供

経営状況を明らかにするため財務諸表を公表

インターネット

インターネット

平成１２年１２月～

平成１４年６月～

１３年度

　　②委託事業支出額

　　③当期支出額（①＋②）

100.0% 100.0% 100.0%

858,499

１４年度

100.0% 100.0% 100.0%

952,719

919,895

952,719919,895

　　①公益事業支出額

　　②収益事業支出額

　　③当期支出額（①＋②）

858,499 919,895 952,719

　　　　①　／　③

業種又は事業者名 類　似　し　て　い　る　事　業　内　容

広報した事業等 実施時期 広報内容（概要）実施媒体

ホームページの開設

財務に関する情報の公表

１４年度項　　　　　　　目 １２年度

952,719

　　　　①　／　③

858,499 919,895

　　①直営事業支出額 858,499

該当ありません。

受託事業名
（再委託先）

再委託の内容・理由
③１４年度再委託金額

④１４年度受託事業費

①１３年度再委託金額

②１３年度受託事業費

項　　　　　　　目 １２年度 １３年度

合　　　　　計
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３　組織体制等

（１）役職員数（１５．６．１現在） （単位：人） （２）職員の年代別構成（１５．６．１現在） （単位：人）

項　　目 １３年度 １４年度 ５０代以上 ４０代 ３０代 ２０代 １０代 合　計

県派遣職員 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 4 3 2 1 10

県職員OＢ 1 県派遣職員 2 2 1 5

民間からの役員 3 県職員OＢ 0

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 非常勤職員 1 1

小　　計　　① 1 3 臨時職員 3 1 3 7

県派遣職員 5 5 計 9 5 3 6 0 23

県職員OＢ

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 8 12

小　　計　　③ 13 17

県・市町村関係 5 1 （３）職員の勤続年数別構成（１５．６．１現在） （単位：人）

民間からの役員 1 ３０年以上 ２０年以上 １０年以上 ５年以上 ５年未満 合　計

小　　計　　② 5 2 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 3 2 5 10

県職員OＢ 9 6 県派遣職員 5 5

その他の職員 2 1 県職員OＢ 0

小　　計　　④ 11 7 非常勤職員 1 1

臨時職員　⑤ 3 4 臨時職員 7 7

計（①～⑤） 33 33 計 0 3 2 0 18 23

（４）役職員の見直し内容

（５）常勤職員の給与体系　

（いずれかに○をして下さい。） 　給与体系の見直し予定

　給与体系の見直し予定がある場合、どの様に見直しする予定か記入してください。

　３　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　３　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

  　２　  無

１３年度 １４年度

　１　　法人独自の給与体系

　２　　県の給与体系を準用

　　１　  有　　　（　　　　　年　　　　月予定）

１５年度

　各管理事務所に配置していた所長代理
制度に替えて、みちのく有料道路管理事
務所１箇所に配置し定期的に各路線を巡
回する有料道路管理員制度とした。この
見直しに伴って人員も５名から２名に減員
した。

１５年度

3

15

常
勤
職
員

5

10

常
勤
役
員

非
常
勤
役
員

非
常
勤
職
員

3

1

1

1

1

2

28

7

　理事長・監事の非常勤・当て職を見直し
理事長及び監事１名を常勤とするととも
に、非常勤の監事１名は公認会計士を登
用している。また、青森県土地開発公社
及び青森県住宅供給公社の管理部門の
統合を実施し、事務局制を部制に戻し
た。

　見直しなし
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（６）経営情報等の情報公開の状況（複数回答可　　いずれかに○をして下さい。）

　青森県情報公開条例第33条の規定により実施機関が定める法人

　公開状況 　公開内容 　公開方法

１　自ら積極的に公開している １　貸借対照表 １　事務所等に備え付け

２　情報開示請求等があれば公開している ２　損益計算書、収支計算書等（概要のみも可） ２　広報誌、新聞等、インターネット、公告

３　その他（公社ホームページﾞで決算概要を公開している ３　事業内容、計画等 ３　議会において説明等

４　その他（情報開示請求の対象となる文書） ４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※内部統制とは、法人内のチェック・システムで間違い（誤謬・不正）を未然に発見できる仕組みをいう。

（８）職員研修の実施状況

受講人数

1

1

1

（９）人事交流の実施状況

へ　 名派遣

へ　 名派遣

へ　 名派遣

から 5 名受入

から 名受入

から 名受入

平成１４年度全国地方道路公社連絡協議会関東・東北ブロック職員研修会

実施機関名

（社）全日本建設技術協会

研修の名称

第４５９回建設技術講習会

　　　定められている 定められていない

※　青森県情報公開条例第33条の規定により実施機関が定める法人に定められた法人は条例の主旨にのっとり、その保有する情報の開示及び提供を行うた
め必要な措置を講ずるよう努める責務があります。また、公益法人は「公益法人の設立許可及び指導監督基準（平成８年９月２０日閣議決定）」に基づき業務及
び財務に関する資料を主たる事務所に備えて置き、原則として、一般閲覧に供することとなっています。

（７）内部統制（業務チェック体制等）の状況　　　（内部統制の確立とその有効な運用を確保するために、どのような施策をとっていますか。）

　　人事交流等の実績

平成１４年度全国地方道路公社連絡協議会職員研修会

最終実施年度

平成１４年度

平成１４年度
全国地方道路公社連絡協
議会関東・東北ブロック

全国地方道路公社連絡協
議会

平成１４年度

　当公社の内部統制システムは、組織規程・事務決裁規程・会計規程により具体的な職務分掌や職務権限が定められ、部門間
の相互チェックにより公社の内部牽制が保たれている。

平成１５年度青森県

実施年度
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４　マネジメント評価

（１）経営理念・基本目標、中長期経営計画、提言への対応

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩ ○ ○

⑪ ○ ○

⑫ ○ ○

⑬ ○ ○

⑭ ○ ○

⑮ ○ ○

12 3 12 3

はいの割合 80.0% はいの割合 80.0%

評　価 Ａ 評　価 Ａ

７　県等の関係機関との連携・協議を密にし、抱える課題の解決に取り組む。

３　有料道路管理者の使命である安全かつ快適な通行を確保するため、施
設の修繕・更新等の整備を計画的に実施する。
４　料金収受業務のマナーアップ・公社ホームページによる情報提供など利
用者サービスを強化する。

５　コスト削減を意識して業務を遂行し、改善・効率化に努める。

６　職員は、県が法に基づいて設立した公社の職員としての自覚と責任を確
認して日々の業務に取り組むとともに、組織全体としても職員倫理と服務規
律の維持向上に努める。

５　有料道路管理運営事業を通じた産業経済の発展・地域振興・住民福祉の
向上

　　【具体的目標】

１　経費の見直しや回数券の拡販等に取り組み、引き続き単年度収支におい
て利益を確保し、繰越欠損金の早期解消を図る
２　利益計上により長期借入金の返済財源を確保し、大きな課題である長期
借入金の着実な削減を図る。

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入 所管課記入

顧客（サービス等を提供する対象）、市場及び県民ニーズについて事業毎に調査、分析し、その結果を資
料としてまとめ、それを貴団体の経営活動に活かしていますか。

経営者の経営理念・基本目標は、貴団体の設立目的に立脚して策定していますか。

経営者の経営理念・基本目標は経営者が自らリーダーシップを発揮し、単に訓示する等にとどまらず日
常の経営活動の中で役員・職員に周知徹底するようにしていますか。

貴団体の実施事業に関連のある社会経済動向や経営環境について調査、分析し、その結果を資料とし
てまとめ、それを貴団体の経営活動に活かしていますか。

貴団体と同種の事業を行う他団体の経営情報について調査、分析し、その結果を資料としてまとめ、そ
れを貴団体の経営活動に活かしていますか。

経営者の経営理念・基本目標に基づき、中長期経営計画を策定していますか。

中長期経営計画と県の政策との整合性について県の所管部局と十分に協議していますか。

中長期経営計画に経営数値目標が含まれていますか。

中長期経営計画に基づき、年度ごとに経営数値目標を作成していますか。

年度ごとの経営目標には、事業ごとに経営数値目標が含まれていますか。

外部経営環境の変化に応じて中長期経営計画を見直し、修正するシステムがありますか。

中長期経営計画の見直しを踏まえて、年度ごとの経営数値目標と実績を比較、分析して、その結果に応
じて次年度の経営数値目標や計画を見直すシステムがありますか。

民間や他の団体が担える業務が、貴団体の業務に含まれていませんか。

公社等経営委員会からの提言について対応策を策定し、実施していますか。

公社等経営評価委員会からの提言等について対応策を策定し、実施していますか。

合　計　数

・有料道路の安全かつ快適な通行が確保されており、利用者
サービスの向上が図られている。

・近年、単年度決算での利益計上が確保されているが、いまだ
実績交通量が計画交通量に及ばない状況にあり、多額の累積
債務を抱えていることから、料金収入等の増収及び運営経費
の節減に一層努力する必要がある。

経営理念・基本目標・中長期経営計画に関する公社等の考え方 経営理念・基本目標・中長期経営計画に関する所管課のコメント

　　【基本方針】

１　継続的な公社財務の改善及びそれを可能とする経営基盤の確立

２　管理運営する有料道路４路線の安全かつ快適な通行の実現

３　公社改善への取り組みと職員の責任ある業務遂行

４　関係機関との密接な連携
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（２）事業内容等

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ － － － －

⑩ ○ ○

⑪ ○ ○

8 2 8 2

はいの割合 80.0% はいの割合 80.0%

評　価 Ａ 評　価 Ａ

合　計　数

・有料道路制度の活用による早期の道路整備は、地域経済等
へ大きく寄与しており、事業内容は有益である。

・経済状況の変化等に対応した更なる経営改善により、未償還
額の削減に努める必要がある。

事業内容等に関する公社等の考え方 事業内容等に関する所管課のコメント

　当公社は、有料道路４路線を建設し供用開始させ、道路の維持
管理及び料金徴収を行っている。膨大な道路整備需要に使用でき
る税金の額は限られ、整備に長い時間を要するのに対し、道路整
備特別措置法に定められた有料道路制度を活用すると、公的資
金及び民間資金を導入して早期に幹線道路の整備が可能となり、
当公社は同制度を利用した有料道路の整備により、地域間物流
の効率化や住民の交通利便性向上に大きく寄与している。

　しかしながら、長期的な景気低迷に伴う経済活動の停滞や周辺
地域における道路整備等により有料道路料金収入が伸び悩んで
おり、公社を取り巻く経営環境は厳しい状況にある。

　また、有料道路建設から相当期間が経過し、施設設備の老朽化
に伴って通行の安全性確保も課題となっている。このため、財務
の改善に向けた継続的努力と有料道路通行の安全性確保が重要
課題となっている。

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入 所管課記入

事業の目標値と実績値を比較し、差異の原因分析を行い、その結果を経営者層に報告するシステムが構
築されていますか。

貴団体の事業内容は設立目的と合致していますか。

貴団体の事業内容は、関連のある県の事業計画と整合性がとれていますか。

貴団体の事業内容は、外部経営環境を考慮していますか。

事業の目標は、数値で設定されていますか。

事業の目標値が達成されなかった場合、対応策を策定し、それを実施していますか。

顧客から貴団体が行う広報活動についての提案があった場合、それを広報活動の改善に反映させるよう
に取り組んでいますか。

顧客のニーズの把握・調査を行い、その結果を受けて経営改善策を実施していますか。

いわゆる「顧客満足度調査」を行い、その結果を受けて経営改善策を実施していますか。

受託事業を再委託する際、主要部分は直営で実施するなどその内容は適切ですか。

実施事業の広報活動について、積極的に取り組み、その効果について検証を行っていますか。
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（３）組織体制等

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩ ○ ○

⑪ ○ ○

⑫ ○ ○

⑬ ○ ○

⑭ ○ ○

⑮ ○ ○

⑯ ○ ○

⑰ ○ ○

⑱ ○ ○

15 3 15 3

はいの割合 83.3% はいの割合 83.3%

評　価 Ａ 評　価 Ａ

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入 所管課記入

内部統制のあり方を定期的に見直ししていますか。

役員の選任に際しては、経営責任を果たせる人材を登用し、かつ、常勤役員を最小限にしていま
すか。

経営上の重要な意思決定（一定金額以上の借入金、投資、職員の給与等）は、理事会等の決議によりな
されていますか。

貴団体の経営活動について、理事会が実効性・責任性を持って年４回以上実施されていますか。

監事監査が実効性をもって実施され、その指摘事項に対し改善策を実施していますか。

決裁に関する規程は、適正であり、遵守されていますか。

組織が硬直化しないように、組織（課・係の再編成やフラット化、事務分掌の変更等）の見直しを行ってい
ますか。

業務量に照応して職員数は適正ですか。

職能の向上と職場の活性化のため、適材適所に配意しつつ、同一職務への長期間の職員配置の見直し
を行っていますか。

プロパー職員の役員・管理職登用を行っていますか。

役員報酬は役員の職能遂行度と経営状況に鑑みて適切なものとなっていますか。

職員の経営への参画意識や積極的な問題提起意識を具体的に取り上げる仕組みがありますか。

経営情報等の情報公開を、県民に対し、貴団体独自に行っていますか。

職員給与は職員の業績と経営状況に鑑みて適切なものとなっていますか。

適正な人事評価制度を導入していますか。

管理職を対象とした研修を行っていますか。

一般職員の能力を引き出すような研修を行っていますか。

他団体との人事交流（研修派遣等を含む）を行っていますか。

合　計　数

組織体制等に関する公社等の考え方 組織体制等に関する所管課のコメント

　役員の常勤化及び民間企業経験者の登用を図るとともに青森県
土地開発公社及び青森県住宅供給公社と役員の統一・庶務部門
を統合し、業務執行体制の強化と効率化を図っている。

　人員面では退職者の不補充等によりスリム化を図っている。

　また、県が法に基づいて設立した公社の職員としての自覚と責
任を認識して、日々の業務に取り組むとともに、組織全体としても
職員倫理と服務規律の維持向上に努めている。

・青森県土地開発公社、青森県住宅供給公社との一部役員及
び庶務部門の統合により、効率的運営による経費節減が図ら
れている。
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（４）事業遂行の効率性等

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩ － － － －

⑪ － － － －

⑫ － － － －

⑬ ○ ○

9 1 9 1

はいの割合 90.0% はいの割合 90.0%

評　価 Ａ 評　価 Ａ

事業遂行の効率性等に関する所管課のコメント

　経費節減のため、高金利借入金の繰上償還を行い、経費に占め
る割合の大きい支払利息の軽減を図っている。

　また、料金徴収業務委託に係る入札参加資格条件や入札実施
時期・周知方法を大幅に見直し、競争性を高めた結果経費の節減
に成功した。

　金融機関に対する金利交渉は、今後も引き続き行なっていく。

・借入金に係る支払利息の負担軽減が図られている。

・料金徴収業務委託の競争性の確保に努め、引き続き経費節
減を図る必要がある。

金融機関等に対する金利交渉等を行っていますか。

資金運用、投資先を定期的に見直ししていますか。

保有資産の含み損はありませんか。

マーケティング活動を積極的に行っていますか。

事業遂行の効率性等に関する公社等の考え方

回収困難な債権が増加していませんか。

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入 所管課記入

業務委託や一定金額以上の物品購入コストの低減のために、入札方式や契約方法を工夫しています
か。

事務処理の問題点の把握や原因分析を行っていますか。

把握された事務処理の問題点に対する改善を行っていますか。

管理費削減のために支出項目の分析を行っていますか。

管理費削減のために具体的な改善を行っていますか。

効率的・効果的な業務遂行のために外部委託を行っていますか。

外部委託業者の選定基準・プロセスが公開され、明確ですか。

取引相手先が５年以上固定化していませんか。

合　計　数
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Ⅲ　財　務

１　財務の状況

（単位：千円未満四捨五入）

１２年度 １３年度 １４年度

996,452 1,057,123 1,076,899

996,452 1,057,123 1,076,899

133,078 133,389 114,788

133,078 133,389 114,788

10,998 10,594 9,656

10,998 10,594 9,656

19,203 4,384 2,296

19,203 4,384 2,296

233,549 229,753 226,432

233,549 229,753 226,432

0 0 0

28,686 26,355 25,935

28,686 26,355 25,935

594,962 500,339 430,620

594,962 500,130 428,098

0 209 2,522

492,694 498,270 548,246

2,466,072 2,416,504 2,386,946

2,452,185 2,410,589 2,377,444

799 799 799

13,088 5,116 8,704

28,686 26,355 25,935

28,686 26,355 25,935

5,953 17,348 6,192

0 943 870

803 319 133

0 12,201 0

5,150 3,885 5,189

8,911 0 15,799

8,911 0 0

0 0 15,799

（１）経営成績の概要（損益計算書）

　　　　科　　目

管理業務費

　　道路管理業務費

一般管理費

　　一般管理費

諸減価償却費

　　有形固定資産減価償却費

引当金繰入額

　　退職手当引当金繰入額

特別法上の引当金繰入額

　　道路事業損失補てん引当金繰入額

　　償還準備金繰入額

受託業務費

　　受託業務費

業務外費用

　　支払利息

　　雑損

当期利益

業務収入

　　道路料金収入

　　附帯事業収入

　　業務雑収入

受託業務収入

　　受託業務収入

業務外収入

　　団体共済負担金収入

　　利息収入

　　人件費補助金収入

　　雑益

特別利益

　　過年度減価償却修正

　　退職手当引当金戻入
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注１　減価償却方法

（例：定額法による税法基準の償却率）

1２年度 1３年度 1４年度

注２　退職給与引当金の引当方法

退職金期末要支給額 1２年度 1３年度 1４年度

注３　その他の引当金の種類と引当方法

引当金の名称

引当金の名称

引当金の名称

自己都合退職による期末要支給額の全額を計上している。

退職給与引当金の算出方法、決算書上の負債としての計上の状況、特定資金の留保の状況について記載してください。

57,021,73381,420,925 85,804,970

定額法による税法基準の償却率

   １１年度まで残存価格を5%で計算していたが、外部監査で指摘を受け、１２年度決算において償却未済の固定資産につい
て残存価格を10%とする減価償却の再計算を行い、１１年度以前において過大に計上した減価償却費を特別利益として計上
し適正な額に修正した。

道路事業損失補てん引当金

償還準備金

引当方法

0 0

（引当していない場合は、支給対象社員の自己都合退職の期末要支給額を計算し、前期末残高との差額を損益計算に加味し、当期末残高を貸借
対照表の固定負債及び当期未処分利益に加味する。）

償却過不足額

償却不足額の当該年度分は損益計算に加味する。また、償却過不足額の累計を貸
借対照表固定資産及び当期未処分利益加味する。

8,911,000

個々の道路の料金収入額（消費税抜き）に10%を
乗じて得た額を計上している。

道路の総収入が総費用を越えた場合に、建設事
業費（出資金を含む）÷料金徴収期間の総日数×
経過日数で得た金額を計上することとしている
が、現時点で総収益が総費用を上回る状況にな
いので計上していない。

引当方法

引当方法

- 15 -



（単位：千円未満四捨五入）

１２年度 １３年度 １４年度

215,406 182,379 90,231

14,157 22,333 5,917

192,893 155,695 74,188

8,356 4,351 10,127

39,917,376 39,906,573 39,894,695

39,680,225 39,680,225 39,680,225

235,165 224,362 212,485

1,986 1,986 1,985

40,132,782 40,088,952 39,984,926

173,321 113,983 5,334,452

172,406 112,805 140,790

0 0 5,192,854

915 1,178 808

28,581,529 27,869,014 21,769,842

28,500,108 27,783,209 21,712,820

81,421 85,805 57,022

3,345,950 3,575,703 3,802,134

3,345,950 3,575,703 3,802,134

0 0 0

10,098,000 10,098,000 10,098,000

10,098,000 10,098,000 10,098,000

▲ 2,066,018 ▲ 1,567,748 ▲ 1,019,502

▲ 2,558,713 ▲ 2,066,018 ▲ 1,567,748

492,695 498,270 548,246

40,132,782 40,088,952 39,984,926

（２）財政状態の概要（貸借対照表）

　　　　科　　目

流動資産

　　現金

資産の部

　　預金

　　未収金

固定資産

　　事業資産

　　有形固定資産

　　無形固定資産

負債及び資本の部

流動負債

資産合計

　　未払金

　　短期借入金

　　預り金

固定負債

　　長期借入金

　　退職手当引当金

特別法上の引当金等

　　道路事業損失補てん引当金

　　償還準備金

基本金

　　出資金

繰越欠損金

　　繰越欠損金

　　当期利益

負債及び資本合計
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（３）補助金等の受入状況

対全体収入比 対全体収入比 対全体収入比

（％） （％） （％）

12,216 0.5% 12,201 0.5%

12,216 0.5% 12,201 0.5% 0

28,686 1.1% 26,355 1.1% 25,935 1.1%

28,686 1.1% 26,355 1.1% 25,935 1.1%

872 0.0% 943 0.0% 870 0.0%

872 0.0% 943 0.0% 870 0.0%

41,774 1.7% 39,499 1.6% 26,805 1.1%

　※１～※３の具体的内容

合　　　　　　計

その他

その他

国

県

受託料収入

※２

そ　の　他

※３

小計

国

小計

国

県

県

その他

※１　県退職役職員に対する人件費補助

※２　県からの設計・積算業務委託

※３　県からのプロパー職員に対する団体共済負担金の補助

（単位：千円未満四捨五入）

1３年度 1４年度区　　　　　分
交　付　者

1２年度
国・地方公共団体

補助金収入

※１

小計
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２　財務分析

（１）財務分析比率表

算　　　式 類似他社 1２年度 1３年度 1４年度
傾　　向

（14年度/13年度）

収　益　性

当　　　　社 1.2 1.2 1.3

当　　　　社 19.6 20.3 22.5

当　　　　社 6.25回 6.14回 6.09回

安　全　性

当　　　　社 124.3 160.0 1.7

当　　　　社 99.9 99.8 115.1

当　　　　社 20.0 21.3 22.7

当　　　　社 71.0 69.3 67.2

成　長　性

当　　　　社 1.4 ▲ 2.0 ▲ 1.0

当　　　　社 4.7 1.1 10.0

当　　　　社 6.5 6.2 6.4

生　産　性

当　　　　社 4.4 4.6 5.0

当　　　　社 89,629,336 91,118,797 115,946,289

上　昇　数 6
横ばい数 3
下　降　数 3

比率の名称

（単位：％小数点１桁）

評　価 ＋＋

経営資本経常利益率 　経常利益　／　資産合計

売上高経常利益率 　経常利益　／　売上高

経営資本回転率
（単位：回小数点２桁）

　売上高　／　資産合計

流動比率

固定長期適合率

自己資本比率

借入金依存度

　流動資産　／　流動負債

　固定資産　／　自己資本＋固定負債

　自己資本　／　資産合計

　借入金　／　資産合計

売上高増加率

経常利益増加率

総資本成長率

　当期売上高－前期売上高／前期売上高

　当期経常利益－前期経常利益／前期経常利益

　当期自己資本－前期自己資本／前期自己資本

売上高人件費比率

１人当たり年間売上
高

　人件費　／　売上高

　売上高　／　社員数

↑

↑

→

↓

↓

↑

→

→

↑

↑

↓

↑
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３　財務評価

（１）評価のフローチャート（下記の該当するYes、No及びＡ～Ｃを丸で囲むこと）

＜損益計算書からみて＞

＜貸借対照表からみて＞

平成１４年
度決算にお
いて黒字か

減価償却前

黒字か

累積欠損金が

あるか

事業計画通りの

償却前赤字か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

対自己資本

比率50％未満
事業計画通り

の累積欠損か

対自己資本比率

50％～100％

自己資本以上

（債務超過）

Ｂ

Ｃ

Ａ：良好
Ｂ：概ね良好

Ｃ：改善を要する

Ｄ：大いに改善を要する

※事業計画どおりの黒字か

否かにより経営努力に差

Yes

 No

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

事業計画通り

の累積欠損か

事業計画通り

の累積欠損か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※所定期間内に単年度黒字
が可か否かにより経営努力

に差

Ｂ

Ｄ

 No  No Yes

 No

 No

Yes

Yes
Yes

 No Yes

 No

Yes

 No

Yes

 No

 No  No

 No

Yes

YesYes

自己資本＝（資本金）＋（法
定準備金）＋（剰余金）

Yes

平成１３年
度決算にお
いて黒字か

平成１４年
度決算にお
いて黒字か

ＡYes Yes

 No No

平成１４年
度決算にお
いて黒字か

減価償却前

黒字か

累積欠損金が

あるか

事業計画通りの

償却前赤字か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

対自己資本

比率50％未満
事業計画通り

の累積欠損か

対自己資本比率

50％～100％

自己資本以上

（債務超過）

Ｂ

Ｃ

Ａ：良好
Ｂ：概ね良好

Ｃ：改善を要する

Ｄ：大いに改善を要する

※事業計画どおりの黒字か

否かにより経営努力に差

Yes

 No

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

事業計画通り

の累積欠損か

事業計画通り

の累積欠損か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

概ね所定期間内に
単年度黒字可能か

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※所定期間内に単年度黒字
が可か否かにより経営努力

に差

Ｂ

Ｄ

 No  No Yes

 No

 No

Yes

Yes
Yes

 No Yes

 No

Yes

 No

Yes

 No

 No  No

 No

Yes

YesYes

自己資本＝（資本金）＋（法
定準備金）＋（剰余金）

Yes

平成１３年
度決算にお
いて黒字か

平成１４年
度決算にお
いて黒字か

ＡYes Yes

 No No
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（２）財務分析に関するコメント

公社等の業種や性格、公共性、また設備投資の多寡、経営の責めに帰すべき理由など、特記事項がある場合には、その内容（県
の施策等と実施事業の関連性、類似事業を行う法人等の状況等の考慮）を具体的に記入する。

　当公社は、単年度収支で７期連続し黒字決算を行っているた
め、財務フロチャートではA評価となり、借入金も最近８年間で５０
億円減少させているものの、道路料金収入は全路線で計画を下
回り、道路建設時の負担が大きいため、多額の借入金が残って
いる状況にある。

  今後、所定の料金徴収期間の終了（有料道路無料開放）に向け
て、借入金の削減を図るべく可能な努力を継続していく。

　現時点のマネジメント状況及び財務状況による評価はＡとなる
ものの、多額の未償還額の削減、処理には更なる経営努力が必
要である。
 
  なお、短期的目標として、繰越欠損金の早期解消に努める必要
がある。

公社等コメント 所管課コメント
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Ⅳ　　公社等経営評価総括表

１　マネジメント評価

はい
の数

いいえ
の数

はいの
割合

今年度
の評価

前年度
の評価

はい
の数

いいえ
の数

はいの
割合

今年度
の評価

前年度
の評価

Ａ Ａ Ａ Ａ

２　財務評価

前年度

Ａ

＋

３　総　　合

（１） フローチャートによる評価

財務分析比率による傾向

Ａ
前年度

Ａ ＡＡ

（１）公社等自己評価 （２）所管課評価

Ａ＋

財務分析比率フローチャート

Ａ

項　　　　目　　　
所管課評価

12

Ａ

（１） 経営理念・基本目標、中長期経営計画、提言への対応

（３）

（２） 事業内容等

組織体制等

＋＋

＋＋

（２）

マネジメント評価

前年度前年度

マネジメント評価財務評価

8

15

9

Ａ

Ａ

Ａ1

公社等
自己評価

3

2

3

項　　　　目　　　

12

8

15

9

380.0%

80.0%

83.3%

90.0%

マネジメント評価総合

（４） ＡＡ90.0%事業遂行の効率性等 1Ａ

80.0%

83.3%

Ａ

2

3

Ａ

Ａ

Ａ

　【評価基準】　　「Ａ」・・・・良好　　「Ｂ」・・・・概ね良好　　「Ｃ」・・・・改善を要する　　「Ｄ」・・・・大いに改善を要する

公社等の名称：　青森県道路公社

Ａ

Ａ

Ａ

公社等自己評価

Ａ

Ａ

Ａ

80.0%
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４　公社等経営評価委員会のコメント

　本法人と所管課からのマネジメント評価及び財務評価は、概ね妥当と判断する。

　しかし、当委員会はマネジメント評価に対して以下のことを指摘することができる。

１　本法人は需要の掘り起こしについて県だけに頼ることなく、社会経済動向・経営環境の
　調査・分析や、顧客ニーズの調査・分析に基づいた経営戦略・戦術を構築し、実践するこ
　とに一層前向きに取り組む必要があること。

２　近年、本法人が黒字を計上している主要因は、県の無利子貸付金によって高金利借入金
　償還が実施されているからであるということを肝に銘じ、今後、コスト削減やマーケティ
　ング活動にさらに経営努力していくこと。

　財務評価については以下のことを指摘することができる。

１　当面の問題である平成１７年度末に無料開放予定の青森中央大橋有料道路について推察
　される未償還額約７３億円の処理方法について、本法人は所管課や関係機関と協議して複
　数の方法を考察し、それらを県民に開示・説明したうえで、民主的手続を経た選択により
　、この問題について速やかに方向性を示すこと。

２　県の債務保証は県民の負担を招く恐れがあるということを踏まえ、その他の有料道路に
　ついても、道路毎の需要予測と収支との関連での各道路無料開放時までの年度毎借入金償
　還配分額を厳密にシミュレーションした上で所管課と協議・検討した結果を速やかに県民
　に開示すること。

３　当然のことではあるが、最終償還期限を待たなくとも償還が可能となることが確実視さ
　れる道路については、償還後、県民が経済効果を享受できるように速やかに当該道路を無
　料開放すること。
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